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広域物流拠点は都市間物流が発着する拠点であり、都市の経済活動と市民への生活

物資の円滑な供給を通じて都市生活を支えているために、都市においては必要不可欠

の施設である。しかし、その一方で、物流車両の頻繁な出入りや用途混在などにより、

都市の環境を悪化することもある。このため、広域物流拠点の最適な配置への政策的

な取り組みが求められている。  

広域物流拠点に関する従来の研究には、都市物流政策、配置計画（理論、モデル）、

事業手法、都市計画との関係などをテーマにしたものがある。しかし、既存の老朽化

した物流施設の更新に着目して、広域物流拠点の最適配置を進めるための政策（配置

計画、計画手法）に関する研究例はない。しかし、既存の物流施設の更新による広域

物流拠点の最適な配置を進める政策を検討するためには、いくつかの留意点があると

考えられる。留意点の第１は、都市政策の一環として広域物流拠点の整備を検討する

以上、過去の物流政策を反映させながら検討する必要があるため、都市物流政策の変

遷とその必要性を明らかにする必要がある。第２に、物流施設の立地地点と築年数の

分析、都市圏ないし都市内物流の動向を踏まえて、物流施設の立地や施設更新を誘導

すべき地域を明らかにする必要がある。第３に、広域物流拠点の更新にあたり、広域

物流拠点が今後必要とされる物流機能を明らかにするとともに、広域物流拠点が必要

とする建物構造の特徴と立地条件について明らかにする必要がある。   

本研究は、広域物流拠点に関する文献調査と立地実態調査にもとづき、大都市圏計

画における広域物流拠点の配置計画と一致した土地利用等の都市計画の決定（以下、

「計画間の整合」という）を図るために必要となる用途混在の回避等の手法（以下、

「計画間の整合手法」という）を検討する。その上で、東京湾沿岸臨海部の物流施設

更新による広域物流拠点の整備のための新たな計画手法（事業手法、規制・誘導手法）

を明らかにすることを目的とする。  

このとき、大都市圏計画と都市計画の整合を図るための手法を検討することで、今

後の広域物流拠点の再整備を図るべき地域の土地利用等を決定する際に、用途混在の

回避等の手法と矛盾の無い計画手法適用の検討が可能となる。また、広域物流拠点の

整備のための新たな計画手法を明らかにすることで、物流施設更新のための具体的な

制度の検討が可能となる。  

このような目的と考え方にもとづき、第１に広域物流拠点に関する政策の変遷を明

らかにし（第３章）、第２に広域物流拠点の配置計画と計画手法の変遷を明らかにする

（第４章）。次に、物流施設の立地地点と建物の機能と構造の分析をおこなう（第５章）。

これらをもとに、第３に臨海部の物流施設の更新による広域物流拠点の整備に適用す

る計画間の整合手法、新たな計画手法を明らかにする（第６章）。最後に、物流施設の

更新のための計画間の整合手法と計画手法の課題を整理する（第７章）。  

この目的を達成するため、以下の通り研究を進めた。  

「第１章  序論」では、本研究の背景と目的を示している（１ -１）。また、既存の

研究の変遷と比較した本研究の特徴（１ｰ２）、および本研究の構成（１ -３）を示して

いる。  

「第２章  本研究における用語の定義と分析の対象」では、広域物流拠点、都市物
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流政策等の定義を示している（２ -２）。また、物流施設の特徴と計画上の留意点を示

している（２ -３）。さらに、東京都市圏を調査・分析の対象としている理由を示して

いる（２ -４）。  

「第３章  広域物流拠点に関する政策の変遷」では、東京都市圏における高度成長

期の都市物流政策（３ -２）、安定成長期の都市物流政策（３ -３）、平成期の都市物流

政策（３ -４）の変遷を示し、物流施設の配置計画と計画手法、機能に関する政策の変

遷とその理由を明らかにしている（３ -５）。  

「第４章  広域物流拠点に関する配置計画と計画手法の変遷」では、高度成長期の

広域物流拠点の配置計画と立地動向（４ -２）、安定成長期の広域物流拠点の配置計画

と立地動向（４ -３）、平成期の広域物流拠点の配置計画と立地動向（４ -４）を示して

いる。また、広域物流拠点の計画手法と配置計画を示している（４ -５）。その上で、

広域物流拠点に関する政策の必要性と大都市圏計画の重要性を明らかにしている（４ -

６）。  

「第 5 章  物流施設の立地地点と建物の機能と構造の分析」では、物流施設の立地

地点と築年数の分析から臨海部における広域物流拠点の整備の必要性を示している

（５ -２）。次に近年の物流施設の立地動向の分析では、周辺の生産年齢人口や大規模

工場跡地と物流施設の立地との関係性を示している（５ -３）。そして、近年の商取引

の変化に伴う物流施設の機能と構造等の変化を分析し、近年の物流施設の新たな立地

条件を明らかにしている。その上で、新たな立地条件に対応した大都市圏における物

流施設配置、臨海部における物流施設更新の考え方を示している（５ -４）。  

「第 6 章  臨海部の物流施設更新による広域物流拠点の整備に適用する計画間の整

合手法、新たな計画手法」では、臨海部の物流施設の広域物流拠点への更新手法とし

て、共同建替・ローリング移転の二つを抽出し、その適用条件・留意点・対応策を示

している（６ -２）。その上で、新たな物流施設の立地条件への対応の考え方を踏まえ

た、臨海部の物流施設の更新のための計画間の整合手法と新たな計画手法を明らかに

している（６ -３）。  

「第 7 章  臨海部の物流施設の更新のための計画間の整合手法と計画手法の課題」

では、従来の大規模開発における計画間の整合手法と計画手法の特徴を整理し、物流

施設の大規模開発における計画間の整合手法と計画手法の適用の可能性を示している

（７ -２）。その上で、東京湾沿岸臨海部の物流施設更新のための計画間の整合手法と

新たな計画手法を提案している（７ -３）。  

「第 8 章  結論」では、本研究の結論と今後の課題を示している。  

広域物流拠点に関する政策の変遷を示し、物流施設の配置計画と計画手法、機能に

関する政策を明らかにしている（第３章）。次に広域物流拠点の配置計画と立地動向の

変遷と、広域物流拠点の計画手法と配置計画を示し、広域物流拠点の政策の必要性と

大都市圏計画の重要性を明らかにしている（第４章）。そして、物流施設の立地地点と

築年数の分析、建物の機能と構造等の変化の分析から、近年の物流施設の新たな立地

条件を明らかにしている（第５章）。その上で、新たな立地条件に対応した大都市圏に

おける物流施設配置、臨海部における物流施設更新の考え方を示している（第５章）。
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さらに、臨海部の物流施設の広域物流拠点への更新手法として、共同建替・ローリン

グ移転の二つを抽出した上で、新たな物流施設の立地条件への対応の考え方を踏まえ

た、臨海部の物流施設の更新のための計画間の整合手法と新たな計画手法を明らかに

している（第６章）。そして東京湾沿岸臨海部の物流施設更新のための計画間の整合手

法と計画手法の課題を整理し、計画間の整合手法と新たな計画手法を提案している（第

７章）。  

本研究の特徴は，以下の四つである。  

第１に、都県の区域を超えた大都市圏の整備に関する総合的な計画であり都市計画

の上位計画としての役割を担う大都市圏計画の重要性を再認識させたことである。環

状道路等の国等で整備すべき広域的なインフラの計画が確定し、大都市圏計画の重要

性に対する認識が弱まっている。本研究では大都市圏計画における広域物流拠点の配

置計画を示した上で、配置計画の実現のために計画手法が創設、活用されてきたこと

を明らかにし、大都市圏計画が重要であることを再認識させた。  

第２に、実態分析にもとづき、老朽化している臨海部の広域物流拠点の更新の必要

性を導き出したことである。すなわち、臨海部は東京都市圏で最大規模の物流施設集

積地であるにも関わらず物流施設の老朽化が進んでいる実態を明らかにしている。そ

の上で、物流施設の機能が流通型に変化し構造等も大規模、高層化が進んでいること

から、従来の物流施設を施設単独の更新にとどまらず、複数の物流施設をまとめなが

ら、効率的で大規模な広域物流拠点に更新する必要があることを明らかにした。  

第３に、具体的な更新手法及び、計画間の整合手法と新たな計画手法を明らかにし

ていることである。臨海部の小規模で老朽化した物流施設を施設単独の更新にとどま

らず大規模な広域物流拠点に更新するための具体的な更新手法を適用条件・留意点・

対応策として明らかにした。さらに、物流施設の新たな立地条件を明らかにした上で、

計画間の整合手法と新たな計画手法を明らかにすることで、更新手法を実施するため

の制度面の検討を進めることを可能とした。  

そして第４に、上記の１から３を通じて、今後の物流政策の在り方を明らかにして

いることである。物流政策を構成する配置計画と計画手法の両方について、その必要

性を明らかにすることで、今後の物流政策のあり方を明らかにした。  

今後の課題は、以下のとおりである。  

本研究で明らかにした新たな計画手法の適用にあたっては、都市計画に関する権限

を有する臨海部の都県・市区町に広域物流拠点の整備を推進する意向があることが条

件となる。広域物流拠点の立地は、社会的（渋滞、 CO2 等 )、経済的（配送コスト等）

に影響があることから、国の政策として都県の範囲を超えた最適な配置を進める必要

がある。よって、現実の政策として臨海部の物流施設の更新による広域物流拠点の整

備を推進するためには、国による大都市圏計画における広域物流拠点の配置計画の重

要性を再認識し、地方公共団体による都市計画との整合を図る取組を積極的に推進す

ることが必要となると考えられる。
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